
　１．はじめに

　参入規制や料金規制などを緩和する規制緩和政策
が、平成14年２月にわが国の乗合バス事業に導入さ
れてから、既に10年が経過した。地域の実情に合わ

せた効率的な新サービスが登場する一方、社会的に
必要なサービスが切り捨てられたり、依然として非
効率なサービスが提供され続けているのではないか
との懸念など、さまざまな議論が存在する。本稿で
は、規制緩和後の乗合バス事業を概観するとともに、
社会的に必要なサービスを維持する仕組みである補
助制度や地域協議会、地域公共交通会議の役割等に
ついて論じる。
　本稿の構成は以下のとおりである。２節では規制
緩和後の乗合バスの状況を述べ、３節で補助制度の
変遷を概観する。次いで４節では過疎地域などを中
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乗合バスにおける生活路線の維持と
協議会の果たす役割

青木　亮＊

　本稿では、わが国の乗合バス事業について、生活路線の維持と補助制度や地域公共交通
会議などの協議会が果たす役割を中心に論じる。乗合バス路線は厳しい状況が続いており、
生活路線の維持では国や自治体による補助制度が大きな役割を果たしている。また各地で
ジャンボタクシーの利用やデマンドサービス導入など、利用実態に応じた新たなサービス
が登場している。サービス内容や水準を協議するため市町村に設置された地域公共交通会
議などの果たす役割は重要であり、住民ニーズを反映し、効率的なサービスを提供するた
めさまざまな工夫も凝らされている。一方、自治体ごとの取り組みの差異や、国と自治体
間での役割分担、制度が複雑化しているなどの問題も存在する。
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心とする公共交通維持策について、
近年の動きを中心に検討する。５
節では、公共交通維持策と協議会
の関係を論じて、６節で簡単な総
括を行うこととする。

　２．規制緩和後の乗合バス事業

　わが国における乗合バス利用者
数のピークは、昭和40年代半ばで
ある（Fig.1）。全国の利用者数は昭
和43年度の101.44億人が最高であ
り、首都圏、中京圏、京阪神圏の
「三大都市圏」における利用者数は
昭和47年度に45.51億人、三大都市
圏以外の「その他地方」では昭和
44年度に58.42億人で最高値を記録
した。その後利用者数はほぼ一貫
して減少を続け、この傾向は規制
緩和以降も変化していない。平成
19年度の利用者数は全国で42.64億
人であり、このうち「三大都市圏」
が25.78億人、「その他地方」は
16.86億人であった。「三大都市
圏」、「その他地方」共に利用者
数はピーク時の半分以下に減少し
ている。最近、数年間の利用者数
はほぼ横ばいであり、交通弱者と
言われる高校生以下の学生や高齢
者などが利用者の中心を占めてい
る。
　利用者数の減少を反映して、乗
合バスは厳しい経営状況下にある1）。バス会社の収
支状況を見ると、平成21年度には民営事業者220社
全体で5,558億円の収入に対し支出は5,842億円であ
り、差引284億円の損失を計上した（Table 1）。220
社のうち黒字事業者は30.0％に当たる66社のみであ
り、大部分は赤字事業者であった＊１。民事再生法や
会社更生法、産業活力再生特別措置法等により、法
的整理に至ったバス会社も全国に20社以上存在する
（Table 2） 。 ただし規制緩和直前の平成12年度には、
民営事業者186社で398億円の損失を計上しており、
黒字事業者は21.5％の40社であったため、若干なが
ら状況は改善しつつある。

　３．乗合バスの補助制度

　最初に補助制度の変遷を概観する。規制緩和以前
の路線維持制度は、基本的に参入規制により競争を
制限して地域独占を認める代わりに、不採算路線の
維持を黒字路線の利益で賄うバス会社による内部補
助が期待されていた。しかしバス利用者の減少や事
業者の経営悪化により、内部補助による路線維持が
事実上、困難になったことで、都道府県が指定した
生活路線を対象に国と地方自治体で経常欠損額を補
助する「地方バス路線維持費補助制度」が昭和47年
度から開始された。同制度では、平均乗車密度等を
基準に第２種生活路線、第３種生活路線を選定して
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Fig. 1　乗合バス輸送人員の推移

Table 1　民営事業者の収支状況

事業者数計％赤字事業者％黒字事業者経常収支率：％損益（億円）支出（億円）収入（億円）

１８０８４．４１５２１５．６２８９３．１－５２４７,６２０７,０９６平成１０年度

１８４８１．０１４９１９．０３５９３．２－４９６７,２４９６,７５３平成１１年度

１８６７８．５１４６２１．５４０９４．２－３９８６,８９４６,４９６平成１２年度

１９７７２．６１４３２７．４５４９４．４－３８２６,７５９６,３７７平成１３年度

２１５７２．６１５６２５．１５４９５．５－２９１６,４６４６,１７３平成１４年度

２１６６７．１１４５３２．９７１９５．６－２７９６,３１７６,０３８平成１５年度

２１６６９．４１５０３０．６６６９６．２－２３６６,１３０５,８９４平成１６年度

２１７６８．２１４８３１．８６９９５．９－２４７６,０８１５,８３４平成１７年度

２１８６７．９１４８３２．１７０９５．３－２８５６,０４４５,７５９平成１８年度

２１９７１．２１５６２８．８６３９５．０－３０４６,０８１５,７７７平成１９年度

２１９７２．６１５９２７．４６０９４．７－３２２６,０５５５,７３３平成２０年度

２２０７０．０１５４３０．０６６９５．１－２８４５,８４２５,５５８平成２１年度
資料）『日本のバス事業』より作成。

資料）『日本のバス事業』より作成。

　＊１　上記は民営事業者のみの数値だが、公営事業者を含めて
も、全国246社のうち黒字事業者は68社（27.6％）であり、
傾向に大きな変化はない。



補助を行ってきた。平均乗車密度５人未満の第３種
生活路線に指定されると、補助対象期間は３年間（同
一市町村内を運行する路線は２年間）に限定され、
補助期間終了後は必要に応じて市町村が廃止路線代
替バスを運行した。また第２種生活路線を運行する
バス車両を代替えし、サービス水準の向上を目指す
ため、車両購入費についても補助が行われた。
　規制緩和は、補助制度にも大きな変化をもたらし
た。制度の細部で変更はあるが、平成22年度までの

制度では、国の補助対象路線は一定条件を満たす広
域的、幹線的路線に限定されていた（Table 3）。こ
の結果、従来の第３種生活路線を中心に、多くの路
線が国の補助対象から外れた。『日本のバス事業』
より規制緩和の前後、平成12年度と平成15年度の数
値を比較すると、平成12年度の欠損補助対象の生活
路 線 が 、第２種生活路線3,190系統と第３種生活路線
 1 , 1 5 2 系統の合計 4 , 3 4 2 系統に達していたのに対し、
平成15年度には生活路線維持費補助制度（国庫補助）
の対象路線は 1 , 860系統と半分以下に減少した。ちな
みに、平成22年度の国庫補助対象系統数は1,526系
統である。また平成20年度からは、バス路線維持に
向けて費用削減や増収で一層の合理化努力を促進す
るため、路線維持合理化促進補助金が創設された。
　平成23年度からは、地方バス路線維持費補助制度
を廃止して、地域公共交通確保維持改善事業に一本
化する制度改正が行われた。乗合バスに関する国庫
補助は、旧来の国庫補助をほぼ受け継ぐ「地域間幹
線系統」への補助と、新設された「地域内フィーダ
ー系統」に対する補助になった（Table 4）。
　規制緩和後の生活交通路線に関する国庫補助の対
象が広域的、幹線的路線に限定されたことは、この
条件に当てはまらない路線の維持が都道府県（県単
補助）や市町村（市町村補助）に委ねられたことを
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Table 2　平成11年度以降に法的整理に至った主な事例

【民事再生法】
那覇交通、北都交通、茨城交通、富士交通、琉球バス、岩
手県北自動車

【会社更生法】
京都交通、水間鉄道、福島交通
【産業活力再生特別措置法関係】
北海道旅客鉄道（JR北海道バス）、箱根登山鉄道、いわさき
コーポレーション、立山黒部貫光、国際興業、日立電鉄バ
ス他4社、アルピコグループ松本電鉄他3社
（産業再生機構支援）
九州産業交通、関東自動車、宮崎交通

【その他】
大分バス（私的整理）、常磐交通自動車（特別精算）、中国
バス（私的整理）
資料）国土交通省資料より作成。

Table 3　地方バス路線維持費補助制度（平成22年度）

生活交通路線維持

複数市町村にまたがる１０km以上の路線、１
日キロ当たり輸送量が１５人以上１５０人以下
の路線で、運行回数が３回以上等の要件を
満たす広域的、幹線的な路線

補助要件

乗合バス事業者補助対象事業者

・路線維持費補助
補助対象経常費用と経常収益の差額を国と
都道府県で協調補助（国１/２、都道府県１/２）
・車両購入費補助
車両にかかわる減価償却費の全額（限度額
あり）と金融費用の全額を国と都道府県で
協調補助（国１/２、都道府県１/２）

補助率

路線維持合理化促進

生活交通路線を運行する乗合バス事業者で、
乗合バス事業者キロ当たり経常費用が標準
経常費用を下回り、事業者の経営が前年度
より改善している事業者の路線

補助要件

乗合バス事業者補助対象事業者

算定式により計算されたインセンティブ措
置の補助金額

補助率

資料）『日本のバス事業』より作成。

Table 4　地域公共交通確保維持改善事業による路線維持策
　　　　（国庫補助、平成23年度）

地域間幹線系統

・生活交通ネットワーク計画に記載されて
いる路線
・複数市町村にまたがる１日キロ当たり輸
送量が１５人以上１５０人以下の路線で、運行
回数が３回以上等の要件を満たす広域的、
幹線的な路線（複数市町村の要件は平成１３
年３月３１日の時点に緩和。距離要件の廃止
:１０km以上）
・補助金額の事前内定方式

補助要件

乗合バス事業者補助対象事業者

１/２以内補助率

地域内フィーダー系統

・「補助対象地域間幹線バス系統のフィーダ
ー系統」または「交通不便地域における地
域間交通ネットワークのフィーダー系統」
として生活交通ネットワーク計画に記載さ
れている路線
・地域間幹線バス系統へアクセス機能を有
し、新たに運行または公的支援を受ける路線
で、支援がなければ路線維持が困難なもの

補助要件

乗合バス事業者と自家用有償旅客運送者補助対象事業者

１/２以内補助率

資料）国土交通省資料および『日本のバス事業』より作成。

　＊２　自治体に対する財政措置としては、特別地方交付税とし
て８割を交付する仕組みがある。



意味しており、多くの自治体で独自の補助制度が設
けられた＊２。例えば、規制緩和直後の県単補助制度
について筆者らの行った調査では、民間バス（４条
路線）または市町村バス（21条または80条路線：当
時）を対象とする補助制度がない都府県は、千葉、
東京、神奈川、大阪、高知、福岡の６都府県のみで
あり、41道府県で県単補助制度が設けられていた
（Table 5） ２）。 民間バス、市町村バス共に補助制度が
存在しない６都府県を見ると、高知県を除き、地域
内 に 100 万 人 都 市 が 所 在 す る 自治体である。補助対
象路線の多くは、過疎地域を運行する路線であると
考えられるため、相対的に補助制度の必要性が低い
地域である。対象路線の補助期間を短期間に限定す
るなど激変緩和措置としての性格が強い県や、その
後に県単補助制度を廃止した青森県や岩手県などの
事例も存在するが３）、 現在でも多くの道府県で路線
維持を目的とする独自補助制度が設けられている。
さらに、これら補助制度に加えて、市町村が独自に
設けた補助制度も存在する。
　平成22年度に全国で国庫補助を受ける事業者は
202社1,536系統であり、国による補助金額は63億500
万円に達する（Table 6）。この金額とほぼ同額を当該
路線の都道府県が協調補助として負担するため、総
額は126億円強になる。 さらに県単補助が135社1,868
系統で5 0 . 9 4 億円支出されているほか、市町村単独補
助として424社10,509系統に442.19億円が支出されて
いる。これら国庫補助、県単補助、市町村単独補助
の関係を見ると、系統数と金額共に、市町村単独補
助が大きな役割を担っていることが分かる。
　国土交通省の調査によると、平成20年度の全国約
38,000系統のうち、全体の７割以上に相当する約
28,000系統が赤字である。平成20年度の補助対象系
統数は国、県、市町村合わせて13,641系統であり、
赤字系統の半数弱が公的補助により維持されている

と推測される。このうち国庫補助と県単補助の対象
系統は、それぞれ5.8％と8.1％であり、全体の35.0％
は市町村単独補助の対象である。平成15年度以降で
見ると、市町村単独補助の系統数や金額は増加傾向
を示しており、国庫補助や県単補助の対象系統数や
金額が微減傾向にあるのと対照的である。利用者数
が減少または伸び悩む中で、過疎地域を中心に社会
的に必要な路線の維持は、市町村単独補助をはじめ
とする外部補助制度に大きく依存していると言えよ
う。一方、財政事情が厳しさを増す中で、路線維持
に多額の補助金を支出する必要性に直面することは、
これまで以上に費用対効果の高いサービスを求める
動きを促進しよう。
　補助制度の役割は、廃止キロや休止キロの推移か
らも類推できる。平成６年度以降の乗合バス路線の
廃止キロや休止キロを概観すると、利用者数の減少
や規制緩和という大きな制度変更が生じたにもかか
わらず、休止キロ、廃止キロ共にほぼ 10,000 キロ前
後の水準にある（Table 7）。事業者による経営努力
も無視できない要因だが、自治体による独自の補助
制度が果たす役割も大きいと考えられる。

　４．地方における路線維持策

　規制緩和以前の路線維持策は、既存路線維持や路
線を引き継いだ廃止路線代替バスに限定されるきら
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Table 5　規制緩和直後における乗合バス県単補助制度の状況

該当都府県
福島、新潟、茨城、千葉、東京、
神奈川、滋賀、大阪、奈良、和歌山、
高知、福岡、鹿児島

（１３都府県）

民間バスに対する
運行費補助制度が
ない地域

岩手、千葉、東京、神奈川、大阪、
兵庫、高知、福岡
（８都府県）

市町村バスに対する
運行費補助制度がない
地域
注） 　　　 は、民間バス、市町村バス共に補助制度が存在しない都府県。
出典）『規制緩和直後の乗合バス県単補助制度に関する分析』より。

（単位:千円）Table 6　地方バス路線維持費（国庫補助、地方単独補助）の推移

市町村単独補助都道府県単独補助国庫補助

系統当たり平均金額系統数事業者数系統当たり平均金額系統数事業者数系統当たり平均金額系統数事業者数

２,９１１.５７９１８,６２８,２８３６,３９８２６４２,７１４.４８３７,４４８,５４０２,７４４１５１３,５８０.１９７６,６５９,１６６１,８６０２０６平成１５年度

３,１９０.４５４２４,０５６,０２１７,５４０３３８２,７４１.８５９８,０２８,１６３２,９２８１６９３,３７７.１４２６,３９９,６８４１,８９５２１９平成１６年度

２,９７５.０６６２７,３２０,０３４９,１８３３４０２,６２３.５７0５,６０３,９４６２,１３６１４３３,５９０.６３４６,４５９,５５０１,７９９２１７平成１７年度

３,２１７.９６６３０,０１０,７５４９,３２６３５７２,８２３.２５８７,３４８,９４０２,６０３１３５３,８６７.９６２６,６７２,２３５１,７２５２１７平成１８年度

３,５６３.８８９３３,２４３,９５７９,３２８３６８３,２５０.１０５７,２９３,２３５２,２４４１３２３,９９７.４７２６,５７５,８４１１,６４５２１３平成１９年度

３,９８７.６７６３８,９６７,５７１９,７７２３９９２,６９５.６４５６,０８６,７６６２,２５８１３５４,２１８.６１５６,７９６,１８９１,６１１２０８平成２０年度

４,０３４.５３９３９,８６５,２７７９,８８１４０７２,５５３.６２５６,１８２,３２５２,４２１１４２４,０１４.１１４６,３２６,２４３１,５７６２０２平成２１年度

４,２０７.６８８４,４２１８,５９２１０,５０９４２４２,７２６.９１２５,０９３,８７２１,８６８１３５４,１０４.５２５６,３０４,５５１１,５３６２０２平成２２年度

資料）『日本のバス事業』より作成。



いがあり、路線設定や使用車両等で、必ずしも地域
ニーズを反映した最適策にならないこともあった。
規制緩和に伴い、自治体の裁量の余地が拡大すると
ともに、各地で多様な路線維持策が登場した。これ
らは乗合バスを中心に全国102事例の地域公共交通
活性化策を取り上げて紹介している、国土交通省の
ベストプラクティス集などで紹介されている４） 。
　近年の維持策を概観すると以下のようになろう。
第一に、既存路線に制約されない自由な路線設定が
容易になったことである。例えば、市町村合併に伴
い地域間や医療機関、公共施設間の連携を強化する
ため、コミュニティバスの路線新設や再編を行った
東京都西東京市の「はなバス」や富山県南砺市の市
営バス再編などが該当する。第二に、ジャンボタク
シーの利用など輸送需要に応じて小型車両が多く利
用されるようになった。生活交通の維持が課題とな
る地域は、もともと輸送需要が小さいことが多く、
バスでは輸送力過剰となることも多い。乗車定員が
10人以下のジャンボタクシーや通常のタクシー車両
を乗合タクシーとして利用することで、費用削減が
図れることも多い。小型バスの車両購入費が１台
1,400万〜2,000万円、年間運行経費は１台1,200万〜
1,300万円と予想されるのに対し、ジャンボタクシ
ーでは、車両購入費が１台200万〜400万円、年間運

行経費が１台500万〜900万円と試算されており、費
用削減が期待できる５） 。第三に、デマンドサービス＊３

など新たなサービス形態の登場である。ITシステム
を利用したデマンドサービスの初期の例である福島
県南相馬市の「おだかｅ- まちタクシー」や高知県四
万十市の「中村まちバス」をはじめ、技術進歩やシ
ステム開発者による積極的な営業もあり、各地で導
入例が見られる。ジャンボタクシーとデマンドサー
ビスを組み合わせた前述の「おだかｅ- まちタクシー」
やタクシーを用いたデマンドサービスである滋賀県
米原市の「まいちゃん号」など多くの事例がある。
また第四のパターンとして、住民組織やNPOなどが
新たにサービスの担い手となり、地域住民がボラン
ティアとして主体的にサービスを提供する例も登場
した。徳島県上勝町の「有償ボランティア輸送」や
岐阜県飛騨市の「ポニーカーシステム」、京都府舞鶴
市の「自主運行バス」など各地に事例がある。さら
に第五として、まちづくりと路線バス運行を関連さ
せた動きがある。茨城県土浦市で NPO 法人まちづく
り活性化バス土浦が運行する「キララバス」や、三
重県四日市市のNPO法人生活バス四日市が運行する
「生活バスよっかいち」などが該当する。東京都檜原
村のデマンドサービス「やまびこ号」の運行など、
幹線系統から離れた集落へのフィーダー輸送も試み
られており、第六のパターンと言える。

　５．生活交通の維持と協議会

　規制緩和に伴い需給調整規制が撤廃されたことは、
内部補助による路線維持を理論上不可能にするため、
民間バスの不採算路線からの撤退につながる。不採
算であるが社会的に必要な生活路線の維持は外部補
助、すなわち公的補助へ依存することになる。同時
に、地域の判断で多様なサービス提供が認められた
ことは、地域の実情や住民ニーズを反映するように
サービス内容や水準について協議、選択する場を必
要とする。この役割を期待されたのが、規制緩和に
伴い都道府県に設置された「地域協議会」であった。
都道府県、市町村、地方運輸局、バス事業者をメン
バーとする同協議会は、道路運送法に規定されてお
り、路線バス退出後の対応策や広域幹線を対象とし
た生活交通確保の計画を策定するなど、生活交通の
在り方を審議する場である。路線を休廃止するとき
は、同協議会でその後の対応策を具体的に協議する
とされた＊４。ただし同協議会については、路線の活
性化策を協議する場として活用しにくい、交通機関
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Table 7　乗合バス路線の休止・廃止状況

廃止キロ（km）休止キロ（km）許可キロ（km）
９,１８０１０,６６８２９７,５７６平成６年度
５,５４４１１,７５３２９８,８８６平成７年度
７,８６７１０,１８３２９６,１４０平成８年度
８,１５２１３,２２４２９７,９１０平成９年度
９,１４１１３,９８５２９７,９９８平成１０年度
９,５５９１５,４３９３００,３６８平成１１年度
９,０２７１４,５３９３０４,０２３平成１２年度
１０,２９３１２,２４８３１４,３７６平成１３年度
８,３２０１１,８６０３３０,３４８平成１４年度
８,２１７１１,２５８３４０,８９８平成１５年度
７,１８０１０,８９９３５２,６８７平成１６年度
８,０８７１２,０９４３５７,１０３平成１７年度
１１,９８９１１,６５８３７２,６５４平成１８年度

注）許可キロおよび休止キロは各年度末の数値。廃止
キロは各年度の１年間に届出のあった廃止キロの
合計。

資料）国土交通省資料より作成。

　＊３　乗合バスの運行では、一般的な運行形態である路線とダ
イヤを事前に定めた路線定期運行のほか、路線と運行時
間帯のみが決められており、利用者が乗車次第運行する
路線不定期と、旅客の需要に応じて区域内を自由に運行
する区域運行の２タイプのデマンドサービスが存在する。



間の連携が念頭に置かれていない、消費者がメンバ
ーに入っていないなどの課題のほか６） 、『地域公共交
通づくりハンドブック』で「乗合バス運行維持のた
めの手続きが目的化し、生活交通のあり方に関する
具体的な検討が進まない状況も見られている」と記
述される７）など、実効性への懸念も指摘された。
　規制緩和後は、市町村が主体となり各地でコミュ
ニティバスやデマンドサービス、乗合タクシーの利
用など、新たな交通サービスが提供された。これに
伴い、道路運送法に規定された組織ではないが、関
係者や住民が地域交通やサービス内容について懇談
する委員会を、市町村が任意に立ち上げた例は多い。
住民にとって身近な存在である市町村で、公共交通
問題を取り扱う委員会が設置されていたことや、「地
域協議会」の形骸化などの課題に対応するため、平
成18年10月の道路運送法改正により市町村を主催者
に、市町村、都道府県、地方運輸局、交通事業者、
交通事業者の運転者組織、住民利用者代表、道路管
理者、交通管理者から構成される「地域公共交通会
議」が設けられた＊５。バスとタクシーを対象に、市
町村内の生活交通のあり方を審議して、地域の交通
計画の策定を行うことが目的である。設置要綱、構
成員等の要件を満たしている場合は、既存のコミュ
ニティバス等検討委員会から地域公共交通会議に移
行することも多かった。「地域公共交通会議」で関
係者の合意が得られると、運賃を上限認可から届出
に緩和することや、路線認可手続き期間の短縮（標
準処理期間３カ月から１カ月へ短縮）、乗合タクシー
の導入、定時定路線でないデマンド運行などが可能
になるなど、同会議には一定の権限が与えられた。
都道府県の「地域協議会」の案件である乗合バス廃
止後の代替策についても、実質的に「地域公共交通
会議」で検討されることも多い。ただし、「地域協
議会」と「地域公共交通会議」には、参加に関係者
の応諾義務がないことや、協議結果の拘束力につい
て法律上の規定がない、財源措置を伴わない、対象
がバスや乗合タクシーに限定されており、地域内公
共交通機関である鉄道や離島航路などの旅客船が含
まれないなどの課題も指摘される８） 。
　平成19年10月より施行された「地域公共交通の活
性化及び再生に関する法律（活性化・再生法）」は、道
路、鉄道、海上輸送という縦割り型の制度を包括し
て、地域公共交通を活性化、再生する新たな枠組み
として登場した９） 。市町村は、地域の公共交通活性
化のため、モードや路線、地域間の連携を視野に入

れた地域公共交通総合連携計画を策定する。LRTや
BRT、DMVなど広範囲なモードが対象に含まれ、ま
た普及啓発策への活用や市町村の財政負担を義務付
けないなど、連携計画には工夫が凝らされていた。
合意形成の場として、市町村、都道府県、地方運輸
局、住民利用者代表、道路管理者、交通管理者をメ
ンバーに構成される「法定協議会」が設立された。
同協議会で連携計画が策定されると国から事業へ支
援を受けることができるなど財政面の裏付けや、計
画実施の許認可手続きの簡略化などの特例が得られ
た。さらに「法定協議会」では、関係機関に参加応
諾義務と協議結果への尊重義務が課された。「地域
公共交通会議」と「法定協議会」は別個の異なる組
織だが、市町村の判断で「地域公共交通会議」に「法
定協議会」の機能を付け加えるなど、一体化するこ
とも可能である。３年間で全国に436の「法定協議会」
が認定された。同制度は、多様な交通モードを含む
包括的な計画の策定と財源の裏付け、「法定協議会」
への大きな権限付与を特徴としており、地域公共交
通に対する意識の高い市町村にとっては、強力かつ
有意義な仕組みとなる可能性を秘めていた＊６。しか
し、平成21年11月の行政刷新会議での事業仕分けで
国として行う必要性に乏しいとして「廃止」と判定
された。現在は経過措置として２年目、３年目とな
る事業にのみ、予算措置がなされている。「地域協
議会」「地域公共交通会議」「法定協議会」の目的
や機能をまとめるとTable 8のようになる。
　協議会の設置状況を平成19年に国土交通省が市町
村を対象に行ったアンケートから概観しよう １ ０） 。 同
調査は、地域公共交通を取り巻く環境や市町村の取
り組み状況を明らかにするため、全国1,823市町村の
うち1,207市町村（回収率66.2％）の回答をもとにして
いる。協議会を過去３年間に設置していた、または
設置予定の市町村は403市町村（33.5％）であり、設置
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　＊４　協議会の協議が整うと、路線バスの休廃止の届出期間が
原則６カ月前から30日前までに緩和できることや、地方
バス路線維持費補助金の交付を受けられるメリットもあ
る。

　＊５　同改正では、定期・定路線以外の乗合旅客運送事業にも
４条乗合が拡大されるようになる乗合バス事業区分の変
更という大きな改正もなされた。

　＊６　一部では「連携計画」や「法定協議会」が補助金獲得の
手段とみなされていた可能性があり、法律目的が十分に
すべての関係者に理解されていたかは疑問もある。これ
は予算措置がなくなったことで、今後は新たな「法定協
議会」の設立が見込めないと予想されることにも表れて
いる。



をしていない市町村は801市町村 （66.5％）である。
403市町村の う ち、 市町村独自の協議会が存在するの
は 2 3 6 市町村であった。 設置されている協議会の種類
では「道路運送法に基づく地域公共交通会議」の設
置が最も多く324市町村（27％）、次いで「活性化・再
生法に基づく法定協議会」が125市町村と続く。人口
規模が大きいほど、地域公共交通の予算が多いほど、
協議会の設置が増える傾向を示した。
　平成23年度から制度が大きく変更され、これまで
の「地方バス路線維持対策」「地方公共交通活性化・
再生総合事業」「公共交通移動円滑化事業」など８
事業が廃止され、乗合バスに旅客船や鉄道などを統
合した「地域公共交通確保維持改善事業〜生活交通
サバイバル戦略〜」が新たに開始された。同事業は、
「元気なにっぽん復活特別枠」を利用しており、平成
23年度の予算額は305億円である。旧来の８事業の 
総額が215億円であるので、大幅な予算増額となっ
た。乗合バス関連は、「地域公共交通確保維持事業」
の中で「陸上交通の確保維持」として総額100億円が
計上された。「地域公共交通確保維持事業」には「陸
上交通の確保維持」のほかに「離島航路の確保維持
（60億円）」 と「離島航空路の確保維持（2.5億円）」が
含まれる。乗合バスについては、地域間幹線系統の
補助要件が若干緩和されたほか、地域間幹線系統と

密接な関係を持つ地域内フィーダー系統で、過疎地
域等の移動の確保を目的とする路線等が新たに補助
対象に含まれるなど、補助対象が拡大された（Table 
4）。
　地域公共交通確保維持改善事業は、厳しい財政事
情にもかかわらず予算増額がなされるなど、評価す
べき点もあるが、補助対象が事実上モード別に定め
られていることや、地域内フィーダー系統への補助
など、国と自治体の役割分担や既存路線との関係で
議論すべき点も存在する。また、既存の各制度や組
織はそれぞれの必要性に応じて新設や改編が行われ
てきたが、その結果として既に「地域協議会」「地
域公共交通会議」「法定協議会」など類似の組織が
併存する複雑な様相を呈していた上に、旧来の制度
を廃止して新たに同事業が開始されたため混乱する
部分もあり、仕組みを簡略にして、意義や役割分担
などを再整理する必要があろう。

　６．おわりに

　利用者減少を背景に、乗合バス路線は厳しい状況
が続いており、規制緩和後もこの状況に変化はない。
退出規制の緩和は、民間事業者が不採算路線から撤
退することを容易にするため、生活交通路線を維持
するには、国や自治体による補助制度や「地域公共
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Table 8　地域公共交通に関する協議会

法定協議会地域公共交通会議地域協議会

地域公共交通の活性化および
再生に関する法律

道路運送法道路運送法根拠法令

・地域公共交通総合連携計画
（連携計画）を策定
・計画実施の主体となる

・生活交通のあり方を審議
・地域の交通計画を策定
（任意）

・生活交通のあり方を審議
・路線バス退出への対応
・広域幹線を対象とした生活
交通確保のための計画を策定

目的

・連携計画の策定、同事業への
支援を受けることができる
・計画実施への許認可手続き簡
略化等の特例措置を受けるこ
とができる

コミュニティバス、乗合タク
シーの許可等に関する特例の
適用を受けることができる（運
賃を上限認可から届出に緩和、
処理期間の短縮等）

路線バス休廃止の届出期限の
「原則6カ月まで」を「30日ま
で」に緩和。地方バス路線維持
費補助金の交付を受けること
ができる（生活交通確保のため
の計画を策定し大臣承認を受
けた場合）

メリット
（協議が
整った場合）

多様なモードバス、タクシーバス対象交通モード

市町村市町村（複数可）都道府県主宰

市町村、都道府県、運輸局、
交通事業者、住民利用者代表、
道路管理者、交通管理者

市町村、都道府県、運輸局、
交通事業者、交通事業者の運
転者組織、住民利用者代表、
道路管理者、交通管理者

市町村、都道府県、運輸局、
バス事業者

参加メンバー

応諾義務あり応諾義務なし応諾義務なし参加是非

参加者は尊重義務あり法律上は規定なし法律上は規定なし協議結果

行える（補助金受領が可能）行えない行えない事業実施

資料）『地域公共交通づくりハンドブック』より作成。



交通会議」などの果たす役割が重要である。サービ
ス形態や水準の選択に当たり、自治体や地域住民、
事業者など関係者が、それぞれの立場から十分な協
議を行うことで、住民ニーズをくみ取り、効率的で
充実した生活交通を確保する仕組みが構築できよう。
規制緩和後の公共交通維持にかかわる制度変更は、
この目的をいかに達成するかという過程とも考えら
れる。住民ニーズを反映し、かつ効率的なサービス
提供がなされる仕組み、制度設計が求められる。一
方、政策の趣旨とは別に、実態は必ずしも活発な議
論や意思決定につながらず、形式的または予算確保
の手段にとどまっているとの指摘もある。市町村ご
との取り組みや意識に差異が存在するほか、事業の
評価や継続性に課題を抱える例もある。また国と都
道府県、市町村の役割分担が十分でないとの指摘１１）

や、改革の結果として制度が複雑化しているとの問
題も存在する。よりよい地域交通を目指して議論を
論理的に整理するとともに、分かりやすい路線維持
体制の仕組みにすることも必要であろう。
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